
Ａ

Ｂ５

交付対象経費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）
（推奨事業メ
ニュー分）

その他
（一般財源や補助
対象外経費等）

11 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
安来市老人福祉施
設等物価高騰対策
支援金

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

2,400 2,400 2,400 0

①老人福祉施設等（介護保険対象施設を除く）の
安定的・継続的なサービス提供を支援し、物価・電
力料金高騰下における事業所の経済的負担軽減
を図る。
②交付金
③4施設×600千円＝2,400千円
④市内老人福祉施設等（介護保険対象施設を除
く）

R7.2 R7.3 支援実施施設数　4 ホームページ
対象分野に関連し
ない R6補正（地）

12 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
安来市障がい者福
祉施設等物価高騰
対策支援金

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

7,560 7,560 7,560 0

①物価・電力料金等の高騰の影響を受けている障
がい福祉サービス提供事業所に対し、その業態や
サービス種別に応じた支援金を支給することで、事
業所の経済的負担を軽減し、安定的・継続的な
サービス提供を支援する。
②交付金
③120千円×2事業所=240千円
　 240千円×6事業所=1,440千円
　 360千円×1事業所=360千円
　 480千円×1事業所=480千円
　 840千円×2事業所=1,680千円
   1,080千円×1事業所=2,160千円
　 1,200千円×1事業所=1,200千円
④市内障がい者福祉施設等

R7.2 R7.3
支援実施事業所数
15

ホームページ
障害福祉サービス
事業所・施設等 R6補正（地）

13 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
物価高騰対策等介
護事業所支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

23,400 23,400 23,400 0

①物価高騰により運営に大きな影響を受けている
介護事業所について、収入は公定価格で決められ
ており、高騰分を価格転嫁することが困難な状況
にあるため、支援金を交付することで負担軽減を
図る。
②交付金
③【居宅介護支援事業所、訪問介護事業所、訪問
リハビリテーション事業所】
　17事業所×120千円=2,040千円
【通所介護事業所、通所リハビリテーション事業所】
　17事業所×240千円=4,080千円
【小規模多機能型居宅介護事業所】
　4事業所×360千円=1,440千円
【認知症対応型共同生活介護事業所、特定施設入
居者生活介護事業所】
　12事業所×600千円=7,200千円
【介護老人保健施設、介護医療院、介護老人福祉
施設】
　9事業所×960千円=8,640千円
④市内介護事業所

R7.2 R7.3 支援実施事業所数
59

ホームページ
介護サービス事業
所・施設等 R6補正（地）

14 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
保育施設等物価高
騰対策支援金事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

3,380 3,380 3,380 0

①市内の保育施設や児童養護施設が受ける原油
価格、電気・ガス料金その他の物価高騰の影響を
軽減するため支援金を交付し、安定的なサービス
提供継続を支援する。
②交付金
③【私立保育施設7施設　120千円+2,400円×定員
数】
120千円+2,400円×65人=276,000円
120千円+2,400円×40人=216,000円
120千円+2,400円×76人=302,400円
120千円+2,400円×116人=398,400円
120千円+2,400円×79人=309,600円
120千円+2,400円×106人=374,400円
120千円+2,400円×126人=422,400円
計　2,299,200円≒2,300千円
【児童養護施設　県の制度に準じて支給】
1,080千円×1施設=1,080千円
④市内私立保育施設、児童養護施設

R7.2 R7.3 支援実施施設数　8 ホームページ
保育所・幼稚園・認
定こども園等 R6補正（地）

15 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
マタニティ応援プロ
ジェクト事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世
帯支援

14,355 5,000 5,000 9,355

①物価高騰の影響を受けている妊産婦に対し、特
別な精米で栄養価の高い金芽米をに無償提供す
ることで、妊産婦の健康を食事の面からサポート
し、妊産婦の健康の保持・増進、乳児のすこやかな
成長を支援する。
②金芽米購入・送付経費
③消耗品費　10,165千円
印刷製本費　25千円
手数料　2,108千円
使用料　2,057千円
④出産した子供が1歳になるまでの妊産婦

R6.4 R7.3 無償提供妊産婦延
人数　2,300人

ホームページ
対象分野に関連し
ない R6当初（地）

16 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
医療機関等物価高
騰対策支援金

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑤医療・介護・保育
施設、学校施設、公
衆浴場等に対する
物価高騰対策支援

15,120 15,120 15,120 0

①物価高騰等の影響を受けている医療機関等が
安心・安全な医療、看護等を提供でき、患者が安心
して身近な医療機関等で治療を受けられるように
するため、支援金を交付して事業所を支援する。
②交付金
③病院 1か所×1,800千円=1,800千円
有床診療所2か所×600千円=1,200千円
無床診療所22か所×240千円=5,280千円
歯科診療所9か所×240千円=2,160千円
薬局14か所×120千円=1,680千円
訪問看護ステーション3か所×120千円=360千円
助産所4か所×120千円＝480千円
あはき・柔道整復16か所×120千円＝1,920千円
歯科技工所2か所×120千円＝240千円
④市内医療機関等

R7.2 R7.3 支援実施事業所数
73

ホームページ 医療（光熱費関係） R6補正（地）

17 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
畜産経営安定化支
援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

17,890 16,000 16,000 1,890

①物価高騰により畜産飼料価格が高止まりする
中、畜産経営の安定化を図るため、配合飼料の購
入に関して支援する。
②補助金
③繁殖牛(2歳以上)　 441頭、交付見込額
4,008,000円
搾乳牛(2歳以上)　 255頭、交付見込額 7,725,200
円
採卵鶏(成鶏）　 20,000羽、交付見込額 6,059,000
円
合計17,792,200円≒17,793千円
④市内畜産農家

R7.2 R7.3
市内畜産農家の経
営継続戸数　R7.1.1
現在比90％以上

ホームページ
農林水産・食品分
野 R6補正（地）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

備考2 備考3
自治体での予算区

分
⑨を選択した場
合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な
限り定量的指標を

設定）

実施状況の公表等
について（HP,広
報紙など）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

(

※

R

5

補

正
、

R

6

補

正

を

含

む

場

合

あ

り

)

枠

地

方

単

独

事

業

エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰の影響を受けた
生活者等に対して
事業の効果が直接

及ぶ

臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

交付対象事業の名
称

経済対策との関係
対象外経費に臨時
交付金を充当して

いない
推奨事業メニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎
に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）



Ａ

Ｂ５

交付対象経費

国のR6補正予算分
（交付限度額⑦）
（推奨事業メ
ニュー分）

その他
（一般財源や補助
対象外経費等）

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

備考2 備考3
自治体での予算区

分
⑨を選択した場
合、より効果があ
ると考える理由

総事業費

Ｂ Ｃ

事業
始期

事業
終期

成果目標（可能な
限り定量的指標を

設定）

実施状況の公表等
について（HP,広
報紙など）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

(

※

R

5

補

正
、

R

6

補

正

を

含

む

場

合

あ

り

)

枠

地

方

単

独

事

業

エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰の影響を受けた
生活者等に対して
事業の効果が直接

及ぶ

臨時の措置である
ことが分かる事業
名称としている

交付対象事業の名
称

経済対策との関係
対象外経費に臨時
交付金を充当して

いない
推奨事業メニュー

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎
に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

18 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
農業セーフティー
ネット加入支援事業

Ⅱ．物価高の克服 ○
⑥農林水産業にお
ける物価高騰対策
支援

4,500 3,000 3,000 1,500

①肥料、農薬などの物価高騰を原因とした減収
や、農業者の経営努力では避けられない様々なリ
スクに備えるため、全国農業共済組合連合会と業
務委託契約を締結する島根県農業共済組合が取
り扱う農業経営収入保険に加入した農業者に対
し、その保険料の一部を補助する。
②補助金
③既加入者保険料見込額（90件想定）　8,680千円
新規加入者保険料見込額（3件想定）　320千円
計　9,000千円
保険料見込額9,000千円×補助率1/2=4,500千円
④島根県農業共済組合（間接補助）

R7.2 R7.3 収入保険加入件数
90件

ホームページ
農林水産・食品分
野 R6補正（地）

19 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
学校給食応援事業
（物価高騰臨時対
応分）

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世
帯支援

22,980 18,000 18,000 4,980

①物価高騰の影響により、食材費についても価格
が上昇している中、その上昇分を補填することで学
校給食の質、量、栄養価を維持するとともに、子育
て世帯の負担軽減を図る。
②賄材料費（給食費の物価高騰分に係る差額）
③幼稚園：19人×185日×27円＝94,905円
小学校：1,633人×185日×46円＝13,896,830円
中学校：884人×184日×64円＝10,409,984円
合計：24,306,814円≒24,307千円
※教職員の給食費は含まない。
④安来市、市内幼稚園児・小中学生の保護者

R6.4 R7.3 給食費保護者追加
負担　0円

ホームページ 給食 R6当初（地）


